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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　装置であって、前記装置は、
　第１の電極と、
　第２の電極と、
　前記第１の電極と前記第２の電極との間に配置される電気光学材料と、
　電圧を供給するように構成される制御回路と、
　前記装置のキックバック電圧を測定する測定回路と、
　コンデンサと、
　前記第１の電極に結合されたスイッチと
　を備え、
　前記スイッチは、
　第１の切替状態において、前記第１の電極を前記コンデンサに結合し、かつ、前記第１
の電極を前記制御回路に結合することにより、前記制御回路が前記電圧を前記第１の電極
に供給するようにすることと、
　第２の切替状態において、前記第１の電極を前記コンデンサではなく前記制御回路でも
なく前記測定回路に結合することと
　を行うように構成される、装置。
【請求項２】
　前記第１の電極、前記第２の電極、および前記電気光学材料は、組み合わせて、ディス
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プレイモジュールの少なくともの一部を画定し、前記第１の電極は、前記ディスプレイモ
ジュールのためのコモン電極として構成される、請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　前記第２の電極は、複数のピクセルを画定する、請求項２に記載の装置。
【請求項４】
　前記電気光学材料は、電気泳動材料である、請求項１に記載の装置。
【請求項５】
　前記測定回路は、演算増幅器を備える、請求項１に記載の装置。
【請求項６】
　電気光学ディスプレイであって、前記電気光学ディスプレイは、
　電気光学材料の層の上に位置付けられる第１の電極と、
　前記電気光学材料の層の下に位置付けられる第２の電極と、
　第１の切替状態および第２の切替状態を有するスイッチと、
　制御回路と、
　前記電気光学ディスプレイのキックバック電圧を測定する測定回路と、
　コンデンサと
　を備え、
　前記第１および第２の電極は、前記電気光学材料を駆動して画像を表示するように構成
され、
　前記スイッチが前記第１の切替状態にあるときに、
　　前記第１の電極が前記制御回路に結合されて第１の信号経路を形成し、前記コンデン
サが前記第１の電極に結合され、前記コンデンサが一定電圧を前記第１の電極に維持する
ために構成され、
　前記スイッチが前記第２の切替状態にあるときに、
　　前記第１の電極が前記制御回路から分断されかつ前記測定回路に結合されて第２の信
号経路を形成し、前記コンデンサが、前記第１の電極から分断され、かつ、前記第２の信
号経路から隔離される、電気光学ディスプレイ。
【請求項７】
　前記電気光学材料は、回転２色部材またはエレクトロクロミック材料を備える、請求項
６に記載の電気光学ディスプレイ。
【請求項８】
　前記電気光学材料は、流体内に配置された複数の帯電粒子を備える電気泳動材料を備え
、前記複数の帯電粒子は、電場の影響下、前記流体を通して移動可能である、請求項６に
記載の電気光学ディスプレイ。
【請求項９】
　前記帯電粒子および前記流体は、複数のカプセルまたはマイクロセル内に閉じ込められ
る、請求項８に記載の電気光学ディスプレイ。
【請求項１０】
　前記帯電粒子および前記流体は、ポリマー材料を含む連続相によって囲繞される複数の
離散液滴として存在する、請求項８に記載の電気光学ディスプレイ。
【請求項１１】
　前記流体は、ガス状である、請求項８に記載の電気光学ディスプレイ。
【請求項１２】
　請求項６に記載のディスプレイを備える電子デバイスであって、前記電子デバイスは、
電子書籍リーダ、ポータブルコンピュータ、タブレットコンピュータ、携帯電話、スマー
トカード、看板、腕時計、棚ラベル、またはフラッシュドライブを備える、電子デバイス
。
【請求項１３】
　デバイスの中に組み込まれる電気光学ディスプレイのキックバック電圧を測定するため
の方法であって、前記デバイスは、電気光学材料の層の上に位置付けられる第１の電極と
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、前記電気光学材料の層の下に位置付けられる第２の電極と、第１の切替状態および第２
の切替状態を有するスイッチと、制御回路と、前記電気光学ディスプレイの前記キックバ
ック電圧を測定する測定回路と、コンデンサとを含み、
　前記スイッチが前記第１の切替状態にあるときに、
　　前記第１の電極が前記制御回路に結合されて第１の信号経路を形成し、前記コンデン
サが前記第１の電極に結合され、前記コンデンサが一定電圧を前記第１の電極に維持する
ために構成され、
　前記スイッチが前記第２の切替状態にあるときに、
　　前記第１の電極が前記制御回路から分断されかつ前記測定回路に結合されて第２の信
号経路を形成し、前記コンデンサが、前記第１の電極から分断され、かつ、前記第２の信
号経路から隔離され、
　前記方法は、
　前記スイッチを前記第１の切替状態にし、前記コンデンサを前記第１の電極に結合し、
前記一定電圧を前記制御回路から前記第１の電極に供給する第１のステップと、
　前記第１のステップの後に、前記スイッチを前記第２の切替状態にし、前記コンデンサ
を前記第２の信号経路から隔離し、前記測定回路で前記電気光学ディスプレイの前記キッ
クバック電圧を測定する第２のステップと
　を含む、方法。
【請求項１４】
　前記方法の前記第２のステップは、前記デバイスの所定の使用時間数の後に生じる、請
求項１３に記載の方法。
【請求項１５】
　前記方法の前記第２のステップは、前の測定からの所定の経過時間期間の後に生じる、
請求項１３に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
（関連出願の相互参照）
　本願は、２０１５年１１月１８日に出願された米国仮出願第６２／２５６，９３１号に
関連している。
【０００２】
　上記出願の全体の開示は、参照により本明細書中に援用される。
【背景技術】
【０００３】
　本願は、電気光学ディスプレイにおける、特に、電気泳動ディスプレイのためのキック
バック電圧の測定および較正に関する。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本願の側面によると、第１の電極と、第２の電極と、第１の電極と第２の電極との間に
配置される、電気光学材料と、第１の電極に結合され、電圧を第１の電極に供給するよう
に構成される、制御回路と、コンデンサとを備える、装置が、提供される。本装置はさら
に、第１の電極に結合される、スイッチを備える。スイッチは、第１の切替状態では、第
１の電極をディスプレイコントローラの出力（「Ｖｃｏｍ」）およびコンデンサに結合し
、第２の切替状態では、第１の電極を測定回路（Ｖｃｏｍまたはコンデンサのいずれでも
ない）に結合するように構成される。
【０００５】
　本願の側面によると、第１の電極と、第２の電極と、第１の電極と第２の電極との間に
配置される、電気光学材料とを備える、装置が、提供される。本装置はさらに、測定モー
ドでは、測定信号経路内に、装置の表示モードでは第１の電極に結合されるように構成さ
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れる、コンデンサを含まず、測定回路が第１の電極に結合される、測定信号経路を作成す
るように構成される、１つまたはそれを上回るスイッチを備える。
【０００６】
　本願の側面によると、デバイスの中に組み込まれる電気光学ディスプレイのキックバッ
ク電圧を測定する方法が、提供される。本方法は、デバイスの動作と関連付けられたトリ
ガイベントの発生に応じて、キックバック電圧の測定を開始するステップを含む。
本明細書は、例えば、以下を提供する。
（項目１）
　装置であって、
　第１の電極と、
　第２の電極と、
　上記第１の電極と上記第２の電極との間に配置される電気光学材料と、
　上記第１の電極に結合され、電圧を上記第１の電極に供給するように構成される制御回
路と、
　コンデンサと、
　上記第１の電極に結合されたスイッチであって、上記スイッチは、
　　第１の切替状態において上記第１の電極を上記コンデンサに結合することと、
　　第２の切替状態において上記第１の電極を上記コンデンサではなく測定回路に結合す
ることと
　を行うように構成される、スイッチと
　を備える、装置。
（項目２）
　上記第１の電極、上記第２の電極、および上記電気光学材料は、組み合わせて、ディス
プレイモジュールの少なくともの一部を画定し、上記第１の電極は、上記ディスプレイモ
ジュールのためのコモン電極として構成される、項目１に記載の装置。
（項目３）
　上記第２の電極は、複数のピクセルを画定する、項目２に記載の装置。
（項目４）
　上記電気光学材料は、電気泳動材料である、項目１に記載の装置。
（項目５）
　上記測定回路をさらに備え、上記測定回路は、演算増幅器を備える、項目１に記載の装
置。
（項目６）
　電気光学ディスプレイであって、
　電気光学材料の層にわたって位置付けられ、上記電気光学材料を駆動し、画像を表示す
るように構成される第１の電極と、
　上記第１の電極に結合され、第１の信号経路を形成するための第１の切替状態と第２の
信号経路を形成するための第２の切替状態との間で切り替えるために構成される制御回路
と、
　一定電圧を上記第１の電極に維持するために構成されるコンデンサと
　を備え、
　上記コンデンサは、上記制御回路が上記第２の切替状態にあるとき、上記第２の信号経
路から隔離される、電気光学ディスプレイ。
（項目７）
　上記電気光学材料は、回転２色部材またはエレクトロクロミック材料を備える、項目６
に記載の電気光学ディスプレイ。
（項目８）
　上記電気光学材料は、流体内に配置され、電場の影響下、上記流体を通して移動可能で
ある、複数の帯電粒子を備える、電気泳動材料を備える、項目６に記載の電気光学ディス
プレイ。
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（項目９）
　上記帯電粒子および上記流体は、複数のカプセルまたはマイクロセル内に閉じ込められ
る、項目８に記載の電気光学ディスプレイ。
（項目１０）
　上記帯電粒子および上記流体は、ポリマー材料を含む連続相によって囲繞される複数の
離散液滴として存在する、項目８に記載の電気光学ディスプレイ。
（項目１１）
　上記流体は、ガス状である、項目８に記載の電気光学ディスプレイ。
（項目１２）
　項目６に記載のディスプレイを備える電子デバイスであって、上記電子デバイスは、電
子書籍リーダ、ポータブルコンピュータ、タブレットコンピュータ、携帯電話、スマート
カード、看板、腕時計、棚ラベル、またはフラッシュドライブを備える、電子デバイス。
（項目１３）
　デバイスの中に組み込まれる電気光学ディスプレイのキックバック電圧を測定するため
の方法であって、上記デバイスは、電気光学材料の層にわたって位置付けられ、画像を表
示するために上記電気光学材料を駆動するように構成されている第１の電極と、上記第１
の電極に結合され、第１の信号経路を形成するための第１の切替状態と第２の信号経路を
形成するための第２の切替状態との間で切り替えるために構成される制御回路と、一定電
圧を上記第１の電極に維持するように構成されるコンデンサとを含み、
　上記方法は、
　上記デバイスの動作に関連付けられたトリガイベントの発生に応じて、上記キックバッ
ク電圧の測定を開始するステップと、
　上記制御回路が上記第２の切替状態にあるとき、上記コンデンサを上記第２の信号経路
から隔離するステップと
　を含む、方法。
（項目１４）
　上記トリガイベントは、上記デバイスの使用時間数である、項目８に記載の方法。
（項目１５）
　上記トリガイベントは、閾値時間の経過である、項目８に記載の方法。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
　本願の種々の側面および実施形態は、以下の図を参照して説明されるであろう。図は、
必ずしも、正確な縮尺で描かれないことを理解されたい。複数の図に現れるアイテムは、
それらが現れる全ての図において、同一参照番号によって示される。
【０００８】
【図１】図１は、ディスプレイの電極に結合されるコンデンサと、アクティブマトリクス
ディスプレイのキックバック電圧を測定するための、コンデンサを含む、信号経路とを有
する、アクティブマトリクスディスプレイを図示する、概略図である。
【図２】図２は、本願の非限定的実施形態による、ディスプレイの電極に結合されるコン
デンサと、アクティブマトリクスディスプレイのキックバック電圧を測定するための、コ
ンデンサを含まない、信号経路とを有する、アクティブマトリクスディスプレイを図示す
る、概略図である。
【図３Ａ】図３Ａは、図１のアクティブマトリクスディスプレイに関する上面電圧対時間
を示す、グラフである。
【図３Ｂ】図３Ｂは、図２のアクティブマトリクスディスプレイに関する上面電圧対時間
を示す、グラフである。
【図４】図４は、ディスプレイ動作モードとディスプレイのキックバック電圧を測定する
ための測定モードとの間の切替を可能にするための複数のスイッチを含む、図２の代替を
図示する、概略図である。
【発明を実施するための形態】
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【０００９】
　本願の側面は、電気泳動ディスプレイにおけるキックバック電圧の測定に関する。
【００１０】
　電気光学ディスプレイは、電気光学材料の層を備え、その用語は、本明細書では、少な
くとも１つの光学性質において異なる第１および第２のディスプレイ状態を有する、材料
を指すために、結像技術におけるその従来の意味で使用され、材料は、材料への電場の印
加によって、その第１のディスプレイ状態からその第２のディスプレイ状態に変化される
。本開示のディスプレイでは、電気光学媒体は、電気光学媒体が固体外部表面を有すると
いう点において、固体であってもよい（そのようなディスプレイは、以降、便宜上、「固
体電気光学ディスプレイ」と称され得る）が、媒体は、内部液体またはガス充填空間を有
してもよく、多くの場合、そうである。
【００１１】
　別のタイプの電気光学ディスプレイは、粒子ベースの電気泳動ディスプレイであって、
複数の荷電粒子が、電場の影響下、懸濁流体を通して移動する。電気泳動ディスプレイの
いくつかの属性は、「Ｍｅｔｈｏｄｓ　ｆｏｒ　Ａｄｄｒｅｓｓｉｎｇ　Ｅｌｅｃｔｒｏ
ｐｈｏｒｅｔｉｃ　Ｄｉｓｐｌａｙｓ」と題され、２００３年３月１１日に発行された米
国特許第６，５３１，９９７号に説明され、全体として本明細書に組み込まれる。
【００１２】
　電気泳動ディスプレイは、液晶ディスプレイと比較して、良好な明るさおよびコントラ
スト、広視野角、状態双安定性、および低電力消費の属性を有することができる。それで
もなお、いくつかの粒子ベースの電気泳動ディスプレイの長期画質に関わる問題が存在す
る。例えば、いくつかの電気泳動ディスプレイを構成する、粒子は、沈降し、そのような
ディスプレイに対して不適正な有効寿命をもたらし得る。
【００１３】
　前述のように、電気泳動媒体は、懸濁流体を含んでもよい。本懸濁流体は、液体であっ
てもよいが、電気泳動媒体は、ガス状懸濁流体を使用して生産されることができる。例え
ば、Ｋｉｔａｍｕｒａ，　Ｔ．，　ｅｔ　ａｌ．，"Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌ　ｔｏｎｅｒ
　ｍｏｖｅｍｅｎｔ　ｆｏｒ　ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　ｐａｐｅｒ－ｌｉｋｅ　ｄｉｓｐ
ｌａｙ"，ＩＤＷ　Ｊａｐａｎ，　２００１，　Ｐａｐｅｒ　ＨＣＳ１－１およびＹａｍ
ａｇｕｃｈｉ，　Ｙ．，　ｅｔ　ａｌ．，"Ｔｏｎｅｒ　ｄｉｓｐｌａｙ　ｕｓｉｎｇ　
ｉｎｓｕｌａｔｉｖｅ　ｐａｒｔｉｃｌｅｓ　ｃｈａｒｇｅｄ　ｔｒｉｂｏｅｌｅｃｔｒ
ｉｃａｌｌｙ"，ＩＤＷ　Ｊａｐａｎ，　２００１，ＰａｐｅｒＡＭＤ４－４を参照され
たい。また、欧州特許出願第１，４２９，１７８号、第１，４６２，８４７号、および第
１，４８２，３５４号、および国際出願第ＷＯ２００４／０９０６２６号、第ＷＯ２００
４／０７９４４２号、第ＷＯ２００４／０７７１４０号、第ＷＯ２００４／０５９３７９
号、第ＷＯ２００４／０５５５８６号、第ＷＯ２００４／００８２３９号、第ＷＯ２００
４／００６００６号、第ＷＯ２００４／００１４９８号、第ＷＯ０３／０９１７９９号、
および第ＷＯ０３／０８８４９５号を参照されたい。いくつかのガスベースの電気泳動媒
体は、媒体がそのような沈降を可能にする配向で使用されるとき、例えば、媒体が垂直平
面に配置される看板において、粒子沈降に起因して、いくつかの液体ベースの電気泳動媒
体と同一タイプの問題を受けやすくあり得る。実際、粒子沈降は、いくつかのガスベース
の電気泳動媒体では、液体のものと比較してより低い粘度のガス状懸濁流体が、電気泳動
粒子のより高速沈降を可能にするため、いくつかの液体ベースのものより深刻な問題とな
って現れる。
【００１４】
　Ｍａｓｓａｃｈｕｓｅｔｔｓ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　ｏｆ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ（Ｍ
ＩＴ）、Ｅ　Ｉｎｋ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ、Ｅ　Ｉｎｋ　Ｃａｌｉｆｏｒｎｉａ，　
ＬＬＣ．、および関連企業に譲渡された、またはその名義下にある、多数の特許および出
願が、カプセル化およびマイクロセル電気泳動および他の電気光学媒体において使用され
る種々の技術を説明している。カプセル化電気泳動媒体は、多数の小カプセルを備え、そ
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るカプセル壁とを備える。典型的には、カプセル自体は、ポリマー結合剤内に保持され、
２つの電極間に位置付けられるコヒーレント層を形成する。マイクロセル電気泳動ディス
プレイでは、荷電粒子および流体は、マイクロカプセル内にカプセル化されないが、代わ
りに、担体媒体、典型的には、ポリマーフィルム内に形成される複数の空洞内に保定され
る。［［以降、用語「マイクロキャビティ電気泳動ディスプレイ」が、カプセル化および
マイクロセル電気泳動ディスプレイの両方を網羅するために使用され得る。］］これらの
特許および出願に説明される技術は、以下を含む。
【００１５】
（ａ） 電気泳動粒子、流体、および流体添加剤（例えば、米国特許第７，００２，７２
８号および第７，６７９，８１４号参照）
【００１６】
（ｂ） カプセル、結合剤、およびカプセル化プロセス（例えば、米国特許第６，９２２
，２７６号および第７，４１１，７１９号参照）
【００１７】
（ｃ） マイクロセル構造、壁材料、およびマイクロセルを形成する方法（例えば、米国
特許第７，０７２，０９５号および第９，２７９，９０６号参照）
【００１８】
（ｄ） マイクロセルを充填およびシールするための方法（例えば、米国特許第７，１４
４，９４２号および第７，７１５，０８８＊＊＊号参照）
【００１９】
（ｅ） 電気光学材料を含有するフィルムおよびサブアセンブリ（例えば、米国特許第６
，９８２，１７８号および第７，８３９，５６４号参照）
【００２０】
（ｆ） バックプレーン、接着剤層、および他の補助層およびディスプレイにおいて使用
される方法（例えば、米国特許第７，１１６，３１８号および第７，５３５，６２４号参
照）
【００２１】
（ｇ） 色形成および色調節（例えば、米国特許第７，０７５，５０２号および第７，８
３９，５６４号参照）
【００２２】
（ｈ） ディスプレイを駆動するための方法
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【化１－１】

【化１－２】

【００２３】
（ｉ） ディスプレイの用途（例えば、米国特許第７，３１２，７８４号および第８，０
０９，３４８号参照）
【００２４】
（ｊ） 非電気泳動ディスプレイ（米国特許第６，２４１，９２１号および米国特許出願
公開第２０１５／０２７７１６０号参照）およびディスプレイ以外のカプセル化およびマ
イクロセル技術の用途（例えば、米国特許出願公開第２０１５／０００５７２０号および
第２０１６／００１２７１０号参照）。
【００２５】
　前述の特許および出願の多くが、カプセル化電気泳動媒体内の離散マイクロカプセルを
囲繞する壁が、連続相によって置換され、したがって、電気泳動媒体が、電気泳動流体の
複数の離散液滴と、ポリマー材料の連続相とを備え、そのようなポリマー分散電気泳動デ
ィスプレイ内の電気泳動流体の離散液滴が、離散カプセル膜が各個々の液滴と関連付けら
れなくても、カプセルまたはマイクロカプセルと見なされ得る、いわゆるポリマー分散電
気泳動ディスプレイを生産し得ることを認識する（例えば、前述の第２００２／０１３１
１４７号参照）。故に、本願の目的のために、そのようなポリマー分散電気泳動媒体は、
カプセル化された電気泳動媒体の亜種と見なされる。
【００２６】
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　関連タイプの電気泳動ディスプレイは、いわゆる「マイクロセル電気泳動ディスプレイ
」である。マイクロセル電気泳動ディスプレイでは、荷電粒子および懸濁流体は、マイク
ロカプセル内にカプセル化されないが、代わりに、担体媒体、例えば、ポリマーフィルム
内に形成される複数の空洞内に保定される。例えば、国際出願公開第ＷＯ０２／０１２８
１号および公開済米国出願第２００２／００７５５５６号（両方とも、Ｓｉｐｉｘ　Ｉｍ
ａｇｉｎｇ，　Ｉｎｃ．に譲渡されている）を参照されたい。
【００２７】
　前述のＥ　ＩｎｋおよびＭＩＴ特許および出願の多くはまた、マイクロセル電気泳動デ
ィスプレイおよびポリマー分散電気泳動ディスプレイを検討する。用語「カプセル化され
た電気泳動ディスプレイ」は、全てのそのようなディスプレイタイプを指し得、これはま
た、壁の形態を横断して一般化するために、集合的に、「マイクロキャビティ電気泳動デ
ィスプレイ」として説明され得る。
【００２８】
　用語「グレー状態」は、結像技術におけるその従来の意味で、ピクセルの２つの極限光
学状態の中間の状態を指すために本明細書で使用され、必ずしもこれら２つの極限状態の
間の黒－白遷移を含意するわけではない。例えば、以下で参照される特許および公開出願
のうちのいくつかは、中間の「グレー状態」が実際には淡い青色であろうように、極限状
態が白色および濃青色である、電気泳動ディスプレイを説明する。実際、すでに言及され
ているように、２つの極限状態間の遷移は、全く変色ではない場合がある。
【００２９】
　用語「双安定」および「双安定性」は、当分野におけるそれらの従来の意味では、少な
くとも１つの光学性質が異なる第１および第２のディスプレイ状態を有するディスプレイ
要素を備え、その第１または第２のディスプレイ状態のいずれかを呈するように、有限持
続時間のアドレス指定パルスを用いて、任意の所与の要素が駆動された後、アドレス指定
パルスが終了した後に、ディスプレイ要素の状態を変化させるために使用されるアドレス
指定パルスの最小持続時間の少なくとも数倍、例えば、少なくとも４倍、その状態が持続
するであろう、ディスプレイを指すために本明細書で使用される。グレースケール対応の
いくつかの粒子ベースの電気泳動ディスプレイが、それらの極限黒色および白色状態だけ
ではなく、それらの中間グレー状態でも安定しており、同じことがいくつかの他のタイプ
の電気光学ディスプレイに当てはまることが、公開済米国特許出願第２００２／０１８０
６８７号に示されている。本タイプのディスプレイは、双安定ではなく、適切には「多安
定」と呼ばれるが、便宜上、用語「双安定」が、双安定性および多安定性ディスプレイの
両方を網羅するために本明細書で使用され得る。
【００３０】
　高分解能ディスプレイは、隣接するピクセルから干渉なくアドレス指定可能な個々のピ
クセルを含み得る。そのようなピクセルを得る１つの方法は、トランジスタまたはダイオ
ード等の非線形要素のアレイを提供することであって、少なくとも１つの非線形要素は、
各ピクセルと関連付けられ、「アクティブマトリクス」ディスプレイを生産する。１つの
ピクセルをアドレス指定する、アドレス指定またはピクセル電極は、関連付けられた非線
形要素を通して、適切な電圧源に接続される。非線形要素がトランジスタであるとき、ピ
クセル電極は、トランジスタのドレインに接続されてもよく、本配列は、以下の説明にお
いてとられるであろうが、これは、本質的に、恣意的であって、ピクセル電極は、トラン
ジスタのソースにも接続され得る。高分解能アレイでは、ピクセルは、任意の具体的ピク
セルが１つの規定された行と１つの規定された列の交差点によって一意に画定されるよう
に、行および列の２次元アレイで配列されてもよい。各列内の全てのトランジスタのソー
スは、単一列電極に接続されてもよい一方、各行内の全てのトランジスタのゲートは、単
一行電極に接続されてもよい。再び、行へのソースおよび列へのゲートの割当は、所望に
応じて、逆転されてもよい。
【００３１】
　ディスプレイは、行毎様式で書き込まれてもよい。行電極は、行ドライバに接続され、



(10) JP 6832352 B2 2021.2.24

10

20

30

40

50

これは、選択された行電極に、選択された行内の全てのトランジスタが伝導性であること
を確実にするような電圧を印加しながら、全ての他の行に、これらの非選択行内の全ての
トランジスタが非伝導性のままであることを確実にするような電圧を印加してもよい。列
電極は、列ドライバに接続され、これは、種々の列電極に、選択された行内のピクセルを
その所望の光学状態に駆動するように選択された電圧をかける。（前述の電圧は、電気光
学媒体の非線形アレイと対向する側に提供され、全体的ディスプレイを横断して延在し得
る、コモン正面電極と相対的である。）「ラインアドレス時間」として知られる、事前に
選択された間隔後、選択された行は、選択解除され、別の行が、選択され、列ドライバ上
の電圧は、ディスプレイの次のラインが書き込まれるように変化される。
【００３２】
　アクティブマトリクスディスプレイは、ピクセルアドレス指定（アクティブ更新駆動）
直後のピクセル電圧からピクセルアドレス指定の間にピクセルに印加される電圧を差し引
いたものである、いわゆる「キックバック電圧」を呈し得る。キックバック電圧はまた、
時として、「ゲートフィードスルー電圧」とも称される。アクティブマトリクスディスプ
レイのキックバック電圧は、ディスプレイ材料およびアクティブマトリクスディスプレイ
のトランジスタに印加される電圧の性質を含む、ディスプレイの性質に依存する。
（自己消去定義）
【００３３】
　現在まで、全てのダイナミックレンジは、駆動パルスの終了時に判定された極限光学状
態を使用して測定されてきた。しかしながら、双安定電気光学ディスプレイの実世界での
性能を査定する際、「自己消去」として知られる現象を考慮することが必要である。自己
消去は、電気光学ディスプレイが、駆動パルスの印加によって、１つの極限光学状態から
対向する極限光学状態に駆動され、次いで、短時間（典型的には、数秒）にわたって、電
場が電気光学媒体に印加されない状態にされるとき、電気光学媒体が、それが駆動されて
いたある極限光学状態に向かって戻るように緩和する、現象である。例えば、電気光学媒
体が、駆動パルスによって、黒色から白色に駆動される場合、電場は、除去され、電気光
学媒体は、典型的には、次の数秒にわたって、若干、黒色に向かって戻り、媒体の最終状
態は、非常に明るい灰色となるであろう。電気光学媒体の多くの用途は、所望の画像をデ
ィスプレイ上に書き込み、次いで、本画像が、画像を書き込むためにかかる時間よりはる
かに長い期間にわたってディスプレイ上に留まらせることを伴うため（例えば、電子書籍
リーダでは、新しいページをリーダ上に書き込むために約１秒かかり得、本ページは、次
いで、リーダがページを読み取るためにかかる１分またはその程度にわたって可視のまま
にされる）、ディスプレイの視認の主な割合が自己消去が生じた後に生じるであろうこと
から、実践的に重要であるものは、自己消去が生じた後の媒体の光学状態である。
【００３４】
　電気泳動ディスプレイは、コモン電極として構成される電極を含んでもよく、あるキャ
パシタンスがそれと結合される。キックバック電圧を測定するとき、測定信号経路が、動
的に作成され、コモン電極に結合されるキャパシタンスを回避しながら、コモン電極上の
電圧を測定してもよい。このように、コモン電極上の電圧は、測定信号経路がキャパシタ
ンスを含む場合より迅速に静止し、キックバック電圧の測定がより速やかに行われること
を可能にし得、これは、キックバック電圧値を判定するために必要な総時間を短縮する。
【００３５】
　本願の側面によると、電気泳動ディスプレイのキックバック電圧は、デバイスの製造の
間だけではなく、複数回測定されてもよい。理論的に安定するが、実際は、電気泳動ディ
スプレイのキックバック電圧は、経時的に変動し得る。その結果、最初に、キックバック
電圧を考慮するように較正される、ディスプレイでも、経時的に性能が劣化し得る。故に
、本願の側面は、電気泳動ディスプレイのキックバック電圧が、ディスプレイの寿命の間
、種々の時点で測定されるように提供する。随意に、ディスプレイは、そのような測定に
基づいて較正され、長期性能強化を提供してもよい。
【００３６】
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　上記に説明される種々の側面およびさらなる側面が、ここで、以下に詳細に説明される
であろう。これらの側面は、それらが相互に排他的ではない限り、単独で、全てともに、
または２つまたはそれを上回るものの任意の組み合わせにおいて使用されてもよいことを
理解されたい。
【００３７】
　図１は、本願の側面が適用され得るタイプのアクティブマトリクスディスプレイを含む
、デバイスの構成を図示する、概略図である。デバイス１００は、第１の電極１０２と、
第２の電極１０４とを有する、ディスプレイ部分を含む。電気光学材料１０６は、第１の
電極１０２と第２の電極１０４との間に配置される。非限定的実施例として、ディスプレ
イは、電気泳動ディスプレイであってもよく、したがって、電気光学材料１０６は、１つ
またはそれを上回るタイプの電気泳動粒子を有する、電気泳動材料であってもよい。その
ような状況では、電気泳動粒子は、カプセル内に含有されてもよいが、全ての実施形態が
、この点において限定されるわけではない。
【００３８】
　ディスプレイは、アクティブマトリクスディスプレイであって、したがって、第１およ
び第２の電極１０２および１０４のうちの少なくとも１つは、ピクセル電極として、個々
のピクセル（図示せず）を画定するように構成されてもよい（例えば、パターン化される
）。好ましくは、第２の電極１０４は、ピクセル電極として構成されるであろう。図示さ
れる非限定的実施形態では、第２の電極１０４は、ピクセル電極であってもよく、ディス
プレイの背面（または底部）電極を表してもよい。第１の電極１０２は、ディスプレイの
正面（または上部）電極を表してもよく、ディスプレイの視認側を表してもよい。すなわ
ち、使用時、第１の電極１０２は、第２の電極１０４とディスプレイを視認するユーザ（
図示せず）との間にあってもよく、したがって、透明であってもよい。第１の電極１０２
は、コモン電圧Ｖｃｏｍを受信するコモン電極として構成されてもよい。
【００３９】
　デバイス１００は、例えば、好適な波形を第１の電極１０２および／または第２の電極
１０４に提供することによって、ディスプレイの動作を制御するように構成される、ディ
スプレイコントローラ１０８を含む。ディスプレイコントローラ１０８は、電力をディス
プレイモジュールに供給する、電力回路を含む。マイクロコントローラ、フィールドプロ
グラマブルゲートアレイ、特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）、または他のコントローラ
等、任意の好適なディスプレイコントローラが、使用されてもよい。図示される実施形態
では、ディスプレイコントローラは、金属トレース、ワイヤ、または他の好適な接続等の
ライン１１０によって、第１の電極１０２に結合される。ディスプレイコントローラは、
ライン１１０を介して、電圧Ｖｃｏｍを第１の電極１０２に提供してもよい。
【００４０】
　ディスプレイコントローラ１０８は、それぞれ、第２の電極１０４と関連付けられたト
ランジスタのゲートおよびソース電圧を制御するためのゲート制御ラインおよびソース制
御ラインを表し得る、ライン１１２および１１４によって、第２の電極１０４に結合され
る。実際は、ディスプレイの各ピクセルは、ゲート制御ラインおよびソース制御ラインを
有するが、しかしながら、単純化目的のために、各タイプの単一ラインのみが、図示され
る。
【００４１】
　デバイス１００は、第１の電極１０２に結合される、コンデンサ１１５を含む。コンデ
ンサは、例えば、ディスプレイのバックプレーン電圧が、画像更新の間、急速に変化され
る間、第１の電極１０２を固定または比較的に一定電圧に保持または維持するために容易
に利用可能な電荷源を提供することによって、第１の電極１０２の動作を安定化させるた
めに提供されてもよく、本コンデンサ１１５は、そのために任意の好適なキャパシタンス
を有してもよい。コンデンサ１１５は、第１の電極１０２の任意の寄生キャパシタンスと
明確に異なる離散コンデンサであってもよい。コンデンサ１１５は、第１の電極１０２の
縁の近傍に位置付けられ、例えば、ディスプレイの任意の視認可能部分の遮断を回避して
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もよい、または任意の他の好適な場所に位置付けられてもよい。単一コンデンサ１１５が
図示されるが、コンデンサ１１５は、実際、複数のコンデンサを表し得ることを理解され
たい。
【００４２】
　デバイス１００はさらに、スイッチ１１６を備える。第１の構成では、スイッチは、第
１の電極をディスプレイコントローラの出力（「Ｖｃｏｍ」）およびコンデンサに結合す
る。第２の構成では、スイッチは、第１の電極を測定回路（ディスプレイコントローラお
よび／またはコンデンサのＶｃｏｍ出力ではない）に結合する。スイッチの両構成では、
第１の電極に取り付けられた導体に取り付けられる、コンデンサが、存在する。スイッチ
は、ディスプレイがそのように動作される、表示モードと、ディスプレイのキックバック
電圧が測定される、キックバック電圧測定モードとの間でデバイス１００を切り替える目
的のために提供される。表示モードでは、スイッチ１１６は、ディスプレイコントローラ
１０８が第１の電極１０２に結合され、Ｖｃｏｍを提供するような位置（ａ）をとる。キ
ックバック電圧測定モードでは、スイッチ１１６は、ディスプレイコントローラ１０８が
、第１の電極１０２から分断され、第１の電極１０２の代わりに、負のフィードバックお
よび電圧計１２０と接続される演算増幅器１１８を含む、測定回路に結合される、位置（
ｂ）をとる。すなわち、キックバック電圧測定信号経路は、コンデンサ１１５と、演算増
幅器１１８と、電圧計１２０とを含むように作成される。第２の電極１０４は、ゼロ（０
）ボルトに駆動される。本動作モードでは、第１の電極１０２上の電圧は、静止し、ディ
スプレイのキックバック電圧のインジケーションを提供するであろう。測定は、第１の電
極１０２上の電圧が容認可能標準内（例えば、容認可能製造標準内）に静止することを可
能にするために十分に長く続く。いったんキックバック電圧が既知となると、Ｖｃｏｍの
値は、キックバック電圧を考慮するように較正されてもよい。例えば、キックバック電圧
が、負の１ボルト（－１Ｖ）であると判定される場合、Ｖｃｏｍは、負の１ボルト（－１
Ｖ）に設定され、キックバック電圧を補償してもよい。
【００４３】
　演算増幅器１１８を含む、具体的測定回路が、図１に図示されるが、代替回路も存在す
ることを理解されたい。例えば、ディスプレイコントローラ１０８自体が、キックバック
電圧を測定するための好適な回路を含んでもよい。例えば、測定回路は、ディスプレイコ
ントローラ１０８の回路基板上にあってもよい。
【００４４】
　スイッチ１１６は、任意の好適なタイプのスイッチであってもよい。例えば、スイッチ
１１６は、ディスプレイ内に統合される微小加工されたスイッチであってもよい、または
任意の他の好適なタイプのスイッチであってもよく、本明細書に説明される種々の側面は
、この点において限定されない。
【００４５】
　本出願人は、図１の構成を使用したディスプレイのキックバック電圧の測定が、測定が
比較的に長時間、例えば典型的電気泳動ディスプレイのためのディスプレイあたり約１０
秒かかるという短所を被ることを認識および理解する。測定がディスプレイのための製造
プロセスの間に行われ、多数のディスプレイが製造される場合、全ての製造されるディス
プレイのためのキックバック電圧を測定するために要求される総測定時間は、有意となり
得る。測定が、デバイスのエンドユーザ操作の間、例えば、ユーザがデバイスをオンにす
るときに行われる場合、要求される測定時間は、デバイスを利用するユーザの能力に容認
不可能な遅延を表し得る、または少なくとも、苛立ちを引き起こし得る。
【００４６】
　本出願人はさらに、図１の構成を使用してキックバック電圧を測定する持続時間が、少
なくとも部分的に、電気光学材料１０６のレジスタンスと結合されるキックバック電圧測
定信号経路内のコンデンサ１１５の存在から生じることを理解する（スイッチ１１６が図
１における位置（ｂ）にあるとき）。コンデンサ１１５の存在は、ＲＣ時間定数（電気光
学材料１０６のレジスタンスＲと組み合わせて）に寄与し、これは、キックバック電圧の
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測定を行うために要求される持続時間に影響を及ぼす。例えば、ディスプレイの対角線寸
法が約１２ｃｍ～２５ｃｍであると仮定すると、コンデンサ１１５に関する典型的値は、
１マイクロファラッド～１０マイクロファラッドであり得る一方、電気光学材料１０６が
電気泳動材料であると仮定すると、電気光学材料１０６のレジスタンスは、３００キロオ
ーム～１メガオーム（例えば、６００キロオーム）であり得る。したがって、緩和時間は
、約数秒であり得、キックバック電圧の値を判定する前に、複数の緩和時間期間を待機す
ることが望ましくあり得る。
【００４７】
　したがって、前述のように、本願の側面は、キックバック電圧が測定されるディスプレ
イの電極に結合されるキャパシタンスを欠いているキックバック電圧測定信号経路を利用
する様式において、電気泳動ディスプレイのキックバック電圧の測定を提供することであ
る。本願の本側面による、デバイスの概略図である、図２を参照する。
【００４８】
　図２のデバイス２００は、図１のデバイス１００と同一構成要素の多くを含むが、スイ
ッチ１１６に対するコンデンサ１１５の位置付けが異なる。デバイス１００内の配列と対
照的に、スイッチ１１６が、デバイス２００内のコンデンサ１１５と第１の電極１０２と
の間に位置付けられる。スイッチ１１６が図２における位置（ａ）をとるとき、すなわち
、デバイスが表示モードで動作するとき、デバイス１００とデバイス２００との間の動作
に差異は存在しない。しかしながら、スイッチ１１６が、デバイス２００内の位置（ｂ）
をとり、キックバック電圧の測定を行うとき、キックバック電圧測定信号経路が、コンデ
ンサ１１５をバイパスまたは隔離（または別様に回避）する、第１の電極１０２から演算
増幅器１１８まで作成される。したがって、コンデンサ１１５は、デバイス２００内のキ
ックバック電圧測定信号経路のＲＣ時間定数に寄与せず、その結果、第１の電極１０２上
の電圧は、デバイス１００がキックバック電圧を測定するために使用されるときのデバイ
ス１００上の電圧より迅速に静止するであろう。ここに提示される同一作業原理を組み込
む、ある他の実施形態も、付加的スイッチが、コンデンサ１１５に接続され得、信号経路
からのコンデンサ１１５の隔離を達成し得る、図４に図示されるように、容易に実装され
ることができる。
【００４９】
　図２の構成の使用から達成されるキックバック電圧測定持続時間の短縮は、有意となり
得る。例えば、１０％～６０％、２０％～４０％、またはそのような範囲内の任意の値ま
たは値の範囲等、５０％を上回る短縮が、実現され得る。具体的非限定的実施例として、
図１の構成が、キックバック電圧測定を行うために１０秒を要求すると仮定すると、図２
の構成は、３秒またはそれ未満かかり得る。いくつかの実施形態では、図２に示されるも
ののような構成は、１秒未満、０．５秒未満、１００ミリ秒未満、または他の好適な持続
時間において、キックバック電圧の測定を行うことが可能であり得る。
【００５０】
　図３Ａは、図１に従って構成されるアクティブマトリクスディスプレイに関する上面電
圧対時間を示す、グラフである。キックバック電圧値は、本上面電圧値と同等であると仮
定され得る。図３Ａに示されるように、キックバック電圧を測定するための持続時間（Δ
Ｘ）は、１１秒である。図３Ｂは、図２に従って構成されるアクティブマトリクスディス
プレイに関する上面電圧対時間を示す、グラフである。キックバック電圧値は、本上面電
圧値と同等であると仮定され得る。図３Ｂに示されるように、キックバック電圧を測定す
るための持続時間（ΔＸ）は、２．５秒であって、これは、図１の構成を使用するときに
要求される持続時間をはるかに下回る。回路の構成を変化させることによって、キックバ
ック電圧を測定するための持続時間は、約２～３倍も短縮され得る。
【００５１】
　図２の構成では、スイッチ１１６がディスプレイコントローラ１０８の一部であり得る
ため、コンデンサ１１５をディスプレイモジュール（第１および第２の電極１０２および
１０４を備える）が配置される基板から除去することが望ましくあり得る。ディスプレイ
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コントローラ１０８の回路基板は、電力管理集積回路（ＰＭＩＣ）を含んでもよく、コン
デンサ１１５は、本回路基板に追加されてもよい。
【００５２】
　図２のデバイス２００は、単一スイッチデバイス構成の実施例を表す。複数のスイッチ
構成もまた、ディスプレイのコモン電極に結合されるコンデンサを欠いている（例えば、
信号経路から隔離された）キックバック電圧測定信号経路を利用する、電気泳動ディスプ
レイのキックバック電圧の測定を可能にするために可能性として考えられることを理解さ
れたい。したがって、ディスプレイのコモン電極に結合されるコンデンサをバイパスしな
がら、電気泳動ディスプレイのキックバック電圧を測定するための単一スイッチおよび複
数のスイッチ構成が、本願の側面によって検討および包含されることを理解されたい。
【００５３】
　デバイス２００は、電気泳動ディスプレイのコモン電極に結合されるコンデンサが、デ
ィスプレイのキックバック電圧を測定するときにバイパスされる、非限定的実施例を表す
。代替として、コンデンサ１１５は、複数の離散コンデンサを表してもよく、キックバッ
ク電圧測定信号経路は、コンデンサの全てではないが、いくつかをバイパスまたは隔離す
るように構成されてもよい。例えば、図２を参照すると、代替デバイス構成は、コンデン
サ１１５のために示される場所におけるコンデンサおよびスイッチ１１６と第１の電極１
０２との間に結合されるコンデンサを含んでもよい。そのような代替構成では、位置（ｂ
）へのスイッチ１１６の切替は、第１の電極１０２に結合されるキャパシタンスの全てで
はないが一部を含む、キックバック電圧測定信号経路を作成するであろう。このように、
キックバック電圧の測定を行うために要求される時間は、デバイス１００の構成と比較し
て短縮され得るが、デバイス２００によって達成される程度まで短縮されない場合がある
。したがって、少なくともいくつかの実施形態では、キックバック電圧測定持続時間にお
ける短縮を最大限にするために、可能な限り多くのキャパシタンスをバイパスするように
スイッチを位置付けることが望ましくあり得る。そのような状況では、複数のコンデンサ
は、随意に、ディスプレイコントローラ１０８の回路基板上に配置されてもよく、１つま
たはそれを上回るスイッチが、デバイスの所与の動作モードのために、所望のキャパシタ
ンス内および外で切り替えるために使用されてもよい。
【００５４】
　図４は、さらに別の非限定的実施例を図示する。示されるように、図４のデバイス４０
０は、第２のスイッチ４０２が第１の電極１０２とコンデンサ１１５との間に追加される
という点において、図１のデバイス１００と異なる。デバイスを表示モードで動作させる
ために、スイッチ１１６および４０２は、第１の電極１０２をディスプレイコントローラ
１０８（Ｖｃｏｍを受信する）およびコンデンサ１１５に結合する、位置（ａ）に設置さ
れる。ディスプレイのキックバック電圧を測定するために、スイッチ１１６および４０２
は、第１の電極１０２をコンデンサ１１５から接続解除し、第１の電極１０２を演算増幅
器１１８に接続する、位置（ｂ）に設置される。
【００５５】
　いくつかの実施形態では、ディスプレイコントローラ１０８の回路基板は、任意のディ
スプレイのためのコンデンサ１１５に関する最小キャパシタンスを表す値を有する、「ベ
ース」または最小コンデンサを含んでもよい。より大きいディスプレイは、付加的キャパ
シタンスが第１の電極１０２に結合されることを要求し得、したがって、そのような付加
的コンデンサは、それらがキックバック電圧測定信号経路から切り替えられ得る位置に設
置されてもよい。代替もまた、可能性として考えられる。
【００５６】
　ディスプレイのキックバック電圧は、ディスプレイの寿命の間、種々の時間に測定され
てもよい。第１の実施例として、ディスプレイのキックバック電圧は、ディスプレイの製
造後であるが、最終的には、電子リーダ（ｅリーダ）デバイス等のディスプレイを含有す
る、デバイスの中へのディスプレイの統合に先立って、測定されることができる。例えば
、ディスプレイのキックバック電圧は、例えば、ディスプレイの製造直後、工場設定にお
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いて測定されることができる。そのような状況では、測定されたキックバック電圧は、例
えば、書込手段を通してディスプレイ上に示されるように（例えば、ディスプレイ上の印
刷ラベル）、またはキックバック電圧をエンコードされた方式でディスプレイの中に統合
されるデジタルメモリ内に書き込むことによって、ドキュメント化されてもよい。
【００５７】
　キックバック電圧が、製造設定において測定される場合（例えば、すぐ上で説明された
実施例に従って）、測定は、最終製品ディスプレイデバイスにおいて使用されることが予
期されるものに実質的に類似する、トランジスタゲート電圧を使用して行われるべきであ
ることを理解されたい。これは、前述のように、キックバック電圧が、部分的に、アクテ
ィブマトリクスディスプレイのために使用されるトランジスタゲート電圧の関数であるた
めである。
【００５８】
　第２の実施例として、ディスプレイのキックバック電圧は、ｅリーダにおけるようなデ
ィスプレイを組み込む、最終製品デバイス内で測定されることができる。そのような測定
は、最終製品の中に組み込まれる、本明細書に説明されるタイプの回路（例えば、図２ま
たは図４に示されるような）を利用してもよい。キックバック電圧を測定するためのアル
ゴリズムは、例えば、デバイスが最初に「電源投入」されるときおよびリーダの一般的使
用に先立って等、ある開始プロセスの間に実施され得る。そのような状況では、キックバ
ック電圧は、測定され、その値は、Ｖｃｏｍがデバイスの一般的動作の間に適切に設定さ
れ得るように、エンコードされた形態でｅリーダ（または他の最終製品）内に記憶されて
もよい。
【００５９】
　第３の実施例として、ディスプレイデバイスのキックバック電圧は、複数回、ディスプ
レイを組み込む最終製品デバイスにおいて測定および記憶されることができる。測定およ
び再測定は、種々の要因のうちの１つまたはそれを上回るものによって促され得、その非
限定的実施例は、デバイスの初期化（例えば、デバイスの最初の電源投入に応じて）を含
み、再測定に関しては、初期化または前のキックバック電圧測定から経過した時間、初期
化または前のキックバック電圧測定から経過したディスプレイ使用時間、温度変化または
温度変化の履歴等の要因を含む。デバイスの寿命の間の種々の時間におけるキックバック
電圧の測定の利点は、測定および記憶されたキックバック電圧値の正確度が、維持され、
Ｖｃｏｍの正確な更新、したがって、ディスプレイデバイスのより最適な駆動を可能にし
得ることである。これは、キックバック電圧値が経時的に変化する、ディスプレイデバイ
スにおいて有益であり得る。
【００６０】
　具体的非限定的実施例として、ｅリーダデバイスは、デバイスの最初の電源投入直後の
初期化プロセスに応じて、キックバック電圧値の初期測定および記憶を実施してもよい。
ｅリーダは、次いで、キックバック電圧の本初期測定および記憶から経過した時間を追跡
する。例えば、３ヶ月の経過時間後、ｅリーダは、ディスプレイデバイスが電源投入され
るが、ディスプレイ更新を要求する現在のユーザアクティビティが存在しないとき（すな
わち、ディスプレイコントローラがそうでなければ採用されないとき）等の次のトリガイ
ベント時に第２のキックバック電圧測定および記憶を実施する。本キックバック電圧再測
定および記憶後、経過タイマは、ゼロにリセットされる。経過時間が再び３ヶ月に到達後
、キックバック電圧は、再測定および再記憶される。本プロセスは、所望に応じた長さま
たは回数だけ繰り返される。
【００６１】
　別の具体的非限定的実施例として、ｅリーダデバイスは、前の具体的実施例で説明され
たアルゴリズムに従うが、１０，０００回のディスプレイ更新後（３ヶ月の経過時間後で
はなく）の次のトリガイベントにおいてキックバック電圧再測定および記憶を実施する。
【００６２】
　別の具体的非限定的実施例として、ｅリーダデバイスは、前の２つの具体的実施例に説
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明されるアルゴリズムに従うが、規定された値を超える温度において規定された持続時間
（または積分された持続時間）を上回る持続時間（または経過持続時間、すなわち、持続
時間の和）にわたるディスプレイデバイスの使用後の次のトリガイベントにおいてキック
バック電圧再測定および記憶を実施する。
【００６３】
　本願の側面は、以下の利点のうちの１つまたはそれを上回るものを提供し得る。全ての
側面が、必ずしも、以下の利点のそれぞれを提供するわけではなく、列挙されたもの以外
の利点も提供され得ることを理解されたい。本願のいくつかの側面は、電気光学ディスプ
レイのキックバック電圧を測定するための低減された時間要件を提供する。いくつかの側
面は、電気光学ディスプレイのキックバック電圧が、ディスプレイの寿命の間、複数回測
定され得る、機構を提供する。したがって、ディスプレイの較正は、複数回行われ、ディ
スプレイの性能を改良または最適化し得る。
【００６４】
　本明細書に説明される実施形態の変形例も、可能性として考えられる。例えば、種々の
実施形態が、電気泳動ディスプレイとの併用に関連して説明されたが、他の電気光学ディ
スプレイの使用もまた、可能性として考えられる。より一般的には、本願の側面は、キッ
クバック電圧を呈する任意のタイプのディスプレイに適用されてもよい。
【００６５】
　したがって、本願の技術のいくつかの側面および実施形態が説明されたが、種々の代替
、修正、改良が容易に当業者に行われるであろうことが、理解されるであろう。そのよう
な代替、修正、改良が、本願で説明される精神および範囲内であることが、意図される。
例えば、当業者は、本機能を果たす、および／または結果および／または明細書に説明さ
れる利点のうちの１つまたはそれを上回るものを取得するための種々の他の手段および／
または構造を容易に想定し、そのような変形例および／または修正はそれぞれ、本明細書
で説明される本発明の範囲内であると見なされる。当業者は、日常的にすぎない実験を使
用して、本明細書に説明される本発明の具体的実施形態の多くの均等物を認識するであろ
う、または確認することができるであろう。したがって、前述の実施形態は、一例のみと
して提示され、添付の請求項およびその均等物の範囲内で、具体的に説明されるもの以外
の方法で本実施形態が実践され得ることを理解されたい。加えて、本明細書に説明される
そのような特徴、システム、物品、材料、キット、および／または方法が相互に矛盾して
いなければ、２つまたはそれを上回るそのような特徴、システム、物品、材料、キット、
および／または方法の任意の組み合わせが、本発明の範囲内に含まれる。
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